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「個別指導に際して、診療録等の閲覧拒否について」

　保険医療機関に対する個別指導に関し、一部の厚生局管内の保険医療機関及び保険医が個
別指導時に診療録の閲覧を拒否した事例が発生した。
　個別指導の実施に当たっては、指導大綱に規定されているように「保険診療の取扱い、診
療報酬の請求等に関する事項について周知徹底させることを主眼とし、懇切丁寧に行う」べ
きものであるとされている。
　また、指導大綱関係実施要領には「指導は、原則として指導月以前の連続した２ヶ月分の
レセプトに基づき、診療録その他関係書類を閲覧し、個別に面接懇談方式により行う」こと
とされており、個別指導については診療録等の閲覧を行うことが具体的に記載されている。
　このことから、個別指導に際し、保険医療機関及び保険医が診療録の閲覧を拒否した場合
は、個別指導の目的を達成できない不適切なものとなるというのが厚生局の見解である。
　本件の場合、診療録の閲覧を拒否した理由は「患者の個人情報保護」のためであったが、
これについて厚生局は、保険医療機関及び保険医が個別指導の際に行政庁に対し診療録等を
閲覧させる場合、個人情報保護法の第三者提供の「個別規定」、具体的には同法第23条（第
三者提供の制限）第１項第４号に該当することから、あらかじめ本人の同意を得ることなく
個人情報である診療録を閲覧させたとしても当該保険医療機関及び保険医等が同法違反に問
われることはないとの見解を示している。
　厚生局では、保険医療機関及び保険医等に対して、指導を行う行政庁として、個別指導の
目的や関係法令等の内容について十分説明し診療録等の閲覧に協力を依頼するが、仮に、こ
のような事態が発生し、個別指導事務の遂行に支障が生じた場合には立会者に事情を説明し
理解を求めた上で、指導を中断し対応策を検討するとの方針を示している。
　以上、厚生労働省保険局医療課から地方厚生局医療課に示した指導方針の要旨を記した。
　参考にされたい。
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88認知症施策推進５ヵ年計画（オレンジプラン）について

　高齢化により、認知症高齢者は急速に増加している。2013年６月の筑波大学浅田教授によ
れば2010年時点で認知症の人は65歳以上の人口の15％（440万人）と推定されている。認知症
と正常の境界域にあたる軽度認知障害（MCI）の高齢者は380万人と推定されている。
　このような状況を踏まえ、厚生労働省は2012年９月「認知症施策５カ年計画」通称オレン
ジプランを公表した。
　その概要は認知症高齢者が出来るだけ在宅生活を継続できるように、早期診断・早期対応
を重視したものである。以下に示す５年間の具体的アクションプランが提示された。
１．標準的な認知症ケアパスの作成・普及
　　 各市町村で必要な介護サービス・保険外サービスを地域の実態に合わせて検討、認知症

ケアパスの作成、2015年度以後の介護保険事業計画に反映
２．早期診断・早期対応
　　 かかりつけ医認知症対応向上研修医、認知症サポート医要請講座受講者の拡大、認知症

初期集中支援チームの設置、認知症医療支援診療所の設置、地域包括支援センターにお
ける地域ケア会議の普及・定着

３．地域での生活を支える医療サービスの構築
　　 認知症の薬物治療に関するガイドライン策定、精神病院入院に必要条件の明確化、退院

支援・地域連携クリティカルパスの策定
４．地域での生活を支える介護サービスの構築
　　 認知症高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活を続けていくための必要な介護サービ

スの整備
５．地域での日常生活・家族の支援の強化
　　 認知症地域支援推進員の増強、サポーターの人数拡大、後見人の支援組織の体制整備、認

知症高齢者やその家族への支援
６．若年性認知症施策の強化
７．医療・介護サービスを担う人材の育成
　　 認知症ケアモデルの策定、認知症実践介護リーダー研修、認知症介護指導者養成研修、医

療従事者に対する認知症対応力向上研修の充実
　2013年度、モデル事業は全国で14市町村指定され、岡山県では新見市が指定を受けている。
岡山市は「岡山市認知症施策推進検討会」（オレンジプラン策定計画委員会）が設けられ、今
年度中の策定を目指している。
　策定委員の１人として有益な提言をしたい。
 （岡山県医師会介護保険部会委員　草野　功）
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